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医療領域における SIB 活用と進展の可能性 
Utilizing Social Impact Bond (SIB) and the Possibility of Progress 
in Issues in Medical Fields in Japan 
堀 田 真 理 
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1. はじめに 
いま、2018 年 9 月 13 日の開業を前に、注目されている地区がある。それは、
東急電鉄により、かつて東急東横線「渋谷駅」の改札口があった渋谷駅南側エリ
アの新たな開発が進められ、「渋谷ストリーム」として誕生する大規模な複合施設
である。周辺エリアである「渋谷川」の遊歩道は「官民連携」による開発である
ことが強調されている。この「官民連携」による再開発の手法が、具体的にどの
ようなものであるのかは、明らかではないが、「渋谷区基本構想等審議会（2015）」
による「渋谷区基本構想等審議会答申」には、オリンピックを前に、今後も大き
く変化が見込まれる国際都市への期待に応えていくためには、持続可能な行政の
運営が必要であり、SIB 等を活用し、「公民連携による行政サービスの提供」を一
層、推進していく必要性が明らかにされている。SIB（Social Impact Bond）は、
民間からの資金提供をもとに、民間事業者がサービスを提供し、成果に応じて行
政がリターンを配分する「成果報酬型」の新たな官民連携スキームとして、わが
国においても、とりわけ「がん検診」など、ヘルスヘア分野における導入が本格
的に始まり、注目されている金融手法の一つでもある。こうした新たな手法が、
すでに渋谷区においては、前述の基本構想の中に明記されていることは、興味深
いところであり、今後、こうした取組みが、より身近なところで進んでいく可能
性も考えられる。 
本稿においては、この SIB という新たな官民連携のスキームの概要を展望して
整理するとともに、すでにヘルスケア分野への活用が見られることに鑑みて、と
りわけ医療領域における様々な問題に対する導入の可能性について検討する。医
療の問題は、高齢化の進展により今後も続く社会保障費の増大や、地域包括シス
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テムの構築が急がれる中で、ますます重要となっており、最近は予防に重点をお
いた政策や介護との連携を通じた在宅への復帰による医療費の適正化が社会的な
課題ともなってきている。 
とりわけ、このような SIB という新たな仕組みに関心を寄せたのは、この仕組
みが、筆者がかつて焦点をあてて検討した「病院PFI」とも類似するように思え
たこと、また、「成果連動型報酬」という SIB の特徴的な仕組みが、アウトカム
といった成果重視の方向に向かいつつある現在の診療報酬や介護報酬の仕組みと
も関連しているように感じ、医療領域への活用に、今後、役立てる可能性につい
て検討する余地があるように思えたことが大きな理由である。 
以下、第 2 章については、まず、SIB の仕組みや課題について先行研究を中心
に整理する。海外の事例をもとに SIB 進展の可能性について広く比較検討してい
るのが、塚本・金子（2016）である。また、最近のヘルスヘア分野でのわが国に
おける導入事例や、SIB 推進の観点から、経済産業省が具体的な資料を作成して
いる。さらに病院 PFI について振り返りつつ、PFI との相違について比較する。
第 3 章においては、経済産業省の資料をもとに、具体的な医療分野での事例を概
観するとともに、医療問題の解決に向けて、とりわけ、現実にはなかなか進展し
ていかない在宅医療等の他事業においても SIB を活用することの可能性につい
て提起する。なお、この点は、筆者独自の視点からの提起であり、その可能性に
ついては、まだまだ検討の余地があるものと思われる。最後に第 4 章において本
稿全体をまとめる。 
 
2. SIB（Social Impact Bond）とは 
 (1) SIB の導入と仕組み 
SIB とは、「民間資金を活用して、社会的課題解決型の事業を実施し、その成果
に応じて地方公共団体が対価を支払うスキーム」（経済産業省，2017b, P.3）であ
る。 
世界で最初の SIB は、2010 年に英国において導入された、ピーターラバ刑務
所における再犯防止と社会復帰にかかわるものであったといわれている。その後、
海外では、欧米を中心にいくつかの導入事例がみられ、佐藤（2018）によれば、
2018 年 1 月までの SIB 累計件数は世界全体で 108 件、累積投資総額は約 431 億
円に達しているという。このうち、わが国における導入案件の 3 件は、すべて疾
病予防や健康に関わる分野であるという。この点について、北山（2015）におい
ても、わが国の現状について、今後の高齢化にともなう財政負担の増加の点で、
医療や介護の分野において、「生活習慣病にかかわる将来の医療費削減や認知症
予防プログラムによる将来の介護費の削減につなげていくこと」が期待されてい
るという（北山，2015, P.5）。 
以下の図表 1 は、SIB の全体的なスキームを示したものである。 
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図表 1 SIB の基本的な仕組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）経済産業省（2017a, b），（2018），塚本・金子（2016, P.82）をもとに筆者作成 
 
なお、第三書評価機関が存在しない場合や、SPV を介在させないケースなど、
仕組みとしては、この他にも様々な形態が存在する。 
このように、SIB の仕組みの特徴は、「成果報酬型」であることであり、行政や
自治体等と中間支援組織にあたる運営組織が成果報酬型でアウトカム（コスト削
減分）に応じた支払いをする契約を結ぶ。そして、期待された成果が実現した場
合に限り、SPV 等を通じて支払いを行なう。こうして成果が生じれば、結果とし
て、サービス提供者にも「インセンティブ的な支払い」がなされることもあると
いう（塚本，2016, p.83）。ここで、経済産業省（2018, p.11）によれば、「SIB に
よる行政コスト削減のイメージ」としては、現状からSIB をスタートさせること
で、全体の行政コストが下がり、SIB 組成にともなう委託費等の諸コストと投資
家へのリターン配分額といった「SIB 実施にかかるコスト」を除いても、なお残
る削減額が存在する状況を想定している。 
また、塚本（2016）では、成果連動型の契約ゆえに、成果と支払い額との関係
が明らかにされる必要があり、最低水準のアウトカムと、支払限度となる最高水
準のアウトカム、その中間にあたるアウトカム水準と支払い水準との関係も決め
る必要性を指摘している。 
これらの仕組みには、多くの多様なステークホルダーが関わっており、各利害
関係者の役割とモチベーションについて整理したものが、以下の図表 2 である。
こうした SIB の仕組みが、より効果的に機能するためには、「社会的課題解決を
目的とした SIB 組成のきっかけがあり、行政と中間支援組織が中心となって、そ
れぞれのステークホルダーにモチベーションを与えるような課題を踏まえた制度
設計が必要」（経済産業省，2018, p.23）であることがわかる。 
行
政
ＳＩＢ運営組織
中間支援組織
特別目的事業体
（ＳＰＶ）
資金
提供者
①ＳＩＢ組成・契約
（成果報酬型）
⑦ 成果報酬
②出資または融資
（社会的投資）
⑧ リターンの支払い
（元本・配当）
サービス提供者
（事業実施者）
③ 資金提供
サービス利用者（対象者）
④ サービス提供
第三者
評価機関
⑤成果指標に基づき
社会的成果の
測定と評価
（成果報酬がある場合）
（成果が実現した場合）
⑥評価報告
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図表 2 SIB を構成する組織の役割と目的 
構成組織 役割 目的 
行政 社会的課題を明らかにする。 
（政府、都道府県、地方自治体等）
・予防により将来の財政負担軽減
につなげる。 
・削減分を行政の施策に利用。 
中間支援組織 SIB 案件の組成、民間との調整や仲
介、支援、全体のマネジメントを行
なう。事業者の選定やモニタリング
に関わる。（財団、コンサルティン
グ会社、シンクタンク等） 
・行政コストの削減 
・社会的課題の解決 
・資金提供者へのリターンの配分 
資金提供者 社会的課題の解決に向けて資金提
供をする投資家。 
（寄付やクラウドファンディング
などによる個人投資家、財団、金融
機関、休眠預金活用など） 
・社会的投資による貢献で社会的
課題解決につながることによる「社
会的なリターン」と金銭的な「経済
的リターン」を獲得する。 
サービス提供者 
（民間事業実施者）
実際に事業を行ない、サービスを提
供する。 
（NPO や社会的企業、一般企業等
の営利団体） 
・複数年度にわたる規模の資金を
前払い調達できる。 
・民間の創意工夫により、革新的で
柔軟なサービスを提供する。 
・成果主義によるインセンティブ
とサービスの質向上をめざす。 
サービス利用者 SIB 事業ゆえに提供されるサービ
スを利用する。 
（対象となる一般の利用者） 
・より安価で質の高いサービスを
享受する。 
第三者評価機関 中立的な立場から事業成果を評価
する。 
（金融機関、大学、評価専門組織等）
・独立性と透明性の確保。 
・公正な機関として、成果測定に関
する評価を行なう。 
（出所）経済産業省（2017a, p.12）をもとに筆者作成 
 
SIB の特徴として、図表 2 から明らかなように、投資家の存在が大きく、成果
に応じてリターンも変動するため、SIB は通常の債券とは異なり、より、投資家
の負担するリスクが大きい。しかしながら、「社会的課題の解消に貢献できたとい
う社会的リターンに加え、一定の経済的リターンを得ることができ（塚本，2016, 
P.7）」、それだけ投資家自身もまた、自分が投資する事業に対して関心が大きく、
独立した評価機関による成果の評価やモニタリング、透明性ある説明や公正な政
策評価を期待することにもつながる。植木（2017）では、こうした投資家の存在
ゆえに、成果指標の設定が大きな課題でもあり、長すぎず、客観的にも評価可能
で、投資家やサービス利用者などにも、「わかりやすい指標」であることが必要で
あると指摘している。 
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図表 3 ロジックモデルにもとづく成果指標の事例 
 インプット 具体的活動 アウトプット アウトカム 
神戸市事業 
・看護師や保健
師・栄養管理士 
・独自のテキス
ト、管理手帳 
・デバイス等、機
材 
保健指導 
プログラム 
（食事指導・ 
運動指導・ 
ストレスマネジ
メント指導） 
指導プログラ
ムの終了 
（成果指標に
も含めている）
（成果指標） 
生活習慣改善 
・医療機関受診や食事
改善 
・適度な運動 
ステージ進行／ 
人工透析移行予防 
（最終成果） 
・QOL 向上 
・医療費の適正化 
・逸失所得の削減 
八王子市事業 
・受診勧奨アドバ
イザ 
・勧奨資材 
・PC 等機材 
受診勧奨 勧奨資材の 
送付数 
（成果指標） 
がん検診受診率向上 
 
精密検査受診率向上 
 
早期がん発見数の増加 
（最終成果） 
・死亡率減少 
・5 年生存率向上 
・医療費の適正化 
・QOL 向上 
（出所）経済産業省（2017b, P.16）および植木（2017, p.24）をもとに筆者作成 
 
実際に、後述するように、わが国において本格的な SIB 事業として開始された
「神戸市糖尿病性腎症等の重症化予防事業」と、「八王子市大腸がん検診受診率・
精密検査受診率向上事業」においては、成果指標を設定するにあたり、正確な成
果測定の難しさや検証に必要な期間などを考慮し、「事業が効果を発揮するに至
るプロセスを丁寧に分析し、ロジックモデルとして整理した上で、各プロセスに
おいて、重要かつ客観的に評価が可能な項目を成果指標とするという考え方を取
った（植木，2017, P.23）」という。この点については、経済産業省（2017b, P.16）
においても、具体的なこれらの事例における成果指標の設定について、「インプッ
ト→事業・取組→アウトプット→初期アウトカム→長期アウトカム」という、SIB
の成果発現に至るプロセスにおいて、「初期アウトカムを中心に成果指標を事例
においては設定しているが、事業の特性に応じてアウトプットも指標に加えてい
る」ことが指摘されている。これらの資料に基づき、両事業の場合の成果指標に
ついて整理したものが、上の図表 3 である。 
なお、経済産業省（2017b）においては、具体的な SIB 事業化にむけた流れを
6 段階に分けて詳細に説明している。このうち、第 1 段階の「対象テーマの設定」
については、既存の事業においても目標値の達成が難しく改善策が不明瞭な事業
や、今後の対応が求められるものの方法が明らかではない新規事業など、またSIB
による成果による行政コスト削減との因果関係が分かりやすいこと等を検討すべ
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き項目として挙げている。第 2 段階の「可能性調査」において、資金提供者への
ヒアリングや、図表 3 のような成果目標の設定が重要な位置づけとなり、「達成
したい成果との因果関係が明確で市民に対して説明できる指標、事業実施後 3～
5 年以内に発現する指標、客観的なデータを用いていること」、行政コストの削減
を目的とするあまり、サービス提供の質の低下につながるなど、「ゆがんだインセ
ンティブを生まないこと」（p.15）等が留意点として指摘されている。この後、具
体的には、予算化→公募資料作成→事業者選定→事業実施と進めていくことにな
る。成果と支払い条件の関係が明確であることや、実施後のモニタリング、独立
性のある評価機関による評価の必要性なども重要な留意点として指摘されている
が、全体として、まずはテーマや成果指標の問題等、SIB 事業としての適正評価
の点に、SIB としての成否がかかっているといえる。 
 
 (2) SIB の評価手法 
このようにして、SIB 事業においては、成果目標の達成度に応じた行政の支払
いが特徴的な仕組みであるため、成果と支払い額との関係や、実施後にその効果
を中立的な立場から評価する必要がある。 
唐木（2016）によれば、そもそも世界初の導入国である英国の事例においては、
成果の支払い条件について、「社会サービスの価値を金銭価値に換算するインパ
クト評価（唐木，2016, P.108）」が重要な考え方になっているという。具体的に
は、成果に対する支払いの理論的な評価方法として、「社会的投資収益率（SROI：
Social Return on Investment）」がその指標として取り上げられており、「実施さ
れるサービス（アウトプット）により、受益者の生活に変化（アウトカム）が生
じることで、それに伴い社会的に及ぼす影響（インパクト）を貨幣価値に換算す
る方法（P.108）」であるとしている。しかしながら、こうした価値の正確な測定
は複雑でコストも時間もかかるため、「SROI の考え方の援用で十分」であり、
「SROI を計算する必要性には疑問がある（P.108）」としている。 
この SROI という評価手法については、すでに山口他（2012）において、米国
や英国においての活用が進んでいることから、社会的な事業によって生じた成果
である「社会的価値を可視化する手法（P.9）」として注目し、その分析プロセス
を詳しく説明している(1)。ここでの、SROI の定義は以下のように示される。すな
わち、SROI＝貨幣価値換算された社会価値 ÷ 投入費用、である。ここで、分
子にあたる具体的なイメージとしては、社会保障費や医療費の削減コスト等であ
り、分母は、例えば人件費などの事業にかかる経費である。ただし、山口他（2012）
においては、これ以上の理論的な分析には踏み込んでおらず、こうした測定指標
の活用の背景には、欧米とわが国との環境の相違があることを指摘し、SROI の
分析結果を社会的な投資推進につなげていくためには、それを支える仕組みとし
て、SIB の存在や、SROI の結果を客観的に判断できる中間支援組織の存在が重
要であることを強調するにとどまっている。 
その後、この SROI をめぐっては、より理論的な観点から、長峯（2015）にお
いて、費用便益分析の枠組みである内部収益率やNPV（正味現在価値）といった
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評価方法との比較をおこない、「社会的事業の成果を社会的投資収益として貨幣
価値換算することの意義を検討する」一方で、「それには困難と限界がある」（長
峯，2105, P.51）との見解が示されている。以下は、長峯（2015）における説明
を簡略に示したものであるが、SROI は「社会的便益の割引現在価値」÷「社会
的費用の割引現在価値」で定義され、これを、「B/C 基準（便益／費用 比率基準）」
とよんでいる（P.53）。分子を、より厳密には、便益と投資との差額にあたる「イ
ンパクト（成果）」としてNet（純便益）と定義することで、式変形により、 
 SROI（Net）=B/C－1＞0（すなわち、B＞C） 
となることが事業実施の判断基準となる。ここでの興味深い指摘は、こうした
SROI による計算は、「社会的事業の事後評価（P.55）」に過ぎず、仮にこの実施基
準を満たすことになったとしても、「その事業の社会的な純便益が最大になると
いう意味で最適な事業であったかどうかの評価までは出来ていない（p.55）」とい
う点である。社会的な便益の発生する時期による便益額の相違や、「慈善行為によ
る寄付的な部分も含まれる」ことによる割引率の低下など、SROI の評価方法を
用いて事前評価を行なおうとすれば、「事業の収益性」や「慈善行為としての投資」
に対する考え方の違いによって、異なる分析結果が生じかねないという。すなわ
ち、長峯（2015）は、「社会的純便益が最大とならない事業が実施される可能性
（P.56）」もあり得ることを強調している。通常、NPV 法のもとでは、NPV を最
大にするような投資が優先的に実行されるが、SROI では、事後評価としての役
割を果たすにとどまり、「実施した事業の説明責任を果たすために行なわれてい
る（P.57）」と指摘する。つまり、評価機関による成果の評価方法としては有用で
あるとしても、こうした評価に恣意性や操作性が含まれる可能性もあり、経済産
業省（2018）が SIB 事業の目的に成果の創出と最大化を掲げている一方で、この
SROI といった評価基準により、「最大化」まで判断できるのかどうかは、疑問の
残るところである。 
 
 (3) SIB をめぐる課題 
こうした SIB という新たな官民連携スキームに期待が寄せられていることは
確かではあるが、課題が多く、まだ規模としても小さいことが指摘されている。
SIB が直面する課題として、より全体的な観点からは、塚本（2016）が、以下の
3 点を指摘している。第一に、「エビデンス・ベース（P.11）」という点では十分で
はなく、それが、資金提供者である投資家だけに限らず、SIB 運営団体やサービ
ス提供者などが踏み切れずに慎重となる要因にもつながっている点である。とり
わけ資金提供者となりうる地域金融機関には、地域創生の観点からも中心的な役
割が期待されるべきであろうが、現状はなかなか難しい。第二に指摘されている
のは、「既存のサービスや財政支出との重複（P.11）」である。既存事業に SIB の
手法を導入する場合には、すでに何らかの公的なサービスを享受している場合も
あり、SIB そのものによる成果という点でも評価が複雑になるという。後述のよ
うに、とりわけ医療の領域においては、保険適用との関連で、こうした重複が問
題となり得るかもしれない。第三に、SIB そのものの規模は、次節で述べるPFI
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の規模と比較してもかなり小さく、それゆえに取引コストがかさむという問題が
指摘されている。 
経済産業省（2018）においては、こうした SIB 推進に向けた具体的な説明を通
じて、最終的に、SIB には様々なステークホルダーが関わっており、単に資金提
供者のみならず、住民や議会も含めて、まずは関係者の納得が必要であることを
強調している。説明可能になる明確な評価指標や支払い条件の説明、成果未達の
場合の経済的なリスク負担など、考慮すべき SIB を進めていく上で検討すべき課
題は多く存在する。SIB 本来の仕組みからすれば、未達の場合のリスク負担は投
資家が負うことになろうが、資金提供者を確保することが求められる仕組みにお
いては、何らかのリスク分担や、サービス提供者に対しての「インセンティブ付
与（P.27）」も必要になる。成果指標についても、たとえば介護度などの「単一の
指標を成果指標とせず、細分化されたアウトカム指標やプロセス指標」も含めて
設計」し、「歪んだインセンティブ設計とならないこと」（P.27）等も指摘されて
いる。 
これらの点を北山（2015）では、投資家確保のために、「優先劣後構造」といっ
た異なったリスク負担の構造を検討する必要性や、単一の成果指標の設定が、結
果として、そうした成果指標向上につながりそうな利用者だけをサービス提供者
が選択してしまう「モラルハザード」が生じる可能性についても言及している。
さらに、成果達成時に、「支払う報酬の財源（P.30）」の問題についても指摘して
おり、財政コスト削減のために導入したはずの SIB が、結局のところは、財源の
問題の根本的な解決に結びつくとは限らないという大きな課題を抱えているよう
にも感じられ、今後の SIB 推進をめぐっては、まだまだ様々な課題が存在してい
る。 
 
 (4) PFI（Private Finance Initiative）との比較 
SIB と類似して、民間資金やノウハウを活用した官民連携の事業運営手法に
PFI がある。内閣府民間資金等活用事業推進室（2018）の資料によれば、PFI（民
間資金等活用事業）とは、「公共施設等の建設、維持管理、運営等に民間の資金、
経営能力及び技術的能力を活用することにより、同一水準のサービスをより安く、
又は、同一価格でより上質のサービスを提供する方法（P.1）」と定義されている。
同資料によれば、2018 年 3 月末の時点において、内閣府が把握している実施方
針の公表をおこなった事業に限ってみると、わが国における 2017 年度の事業数
は 666 件、契約金額の累計は 58,279 億円にも達しており、SIB の件数とは、そ
の規模も大きく異なっている。 
高木（2016）においては、PFI と SIB との比較を通じて、SIB の特徴を明らか
にしており、大きな相違点として、SIB の「成果報酬型契約」を指摘している。
導入の始まりは、PFI も同様に財政状況の行き詰まりをかかえた英国であったこ
と、民間からの資金調達とノウハウの活用であること、形態は様々であるものの、
多くの利害関係者が関わる複雑な仕組みを持ち(2)、行政から事前に示された要求
水準に向けて民間事業者が手段を工夫する点、また事業の効果に関する考え方も、
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その具体的な概念は異なるものの、財政支出削減という考え方は基本的に同様で
ある。他方、主要な相違点について整理したものが以下の図表４である。 
 
図表 4 PFI と SIB の相違について 
 PFI SIB 
支払いの形態 官との契約に基づく一定額 成果に応じた成功報酬型 
適用事業 公共施設等、社会資本整備 ソフト面が中心の事業 
求められる水準 アウトプットの要求水準 アウトカム（水準は変動） 
投資家のリターン 経済的リターンの獲得 経済的・社会的リターン 
リスクとリターン リスク負担は分担可能 投資家がリスクを負担、 
アウトカムとの関係が明確 
契約期間 長期にかかわる場合が多い 成果発現までの期間は多様 
事業効果の測定 VFM（Value for Money）(3) SROI を中心とした方法 
（出所）高木（2016）の内容をもとに筆者作成 
 
こうした違いはあるものの、高木（2016）によれば、とりわけ効果の測定方法
に関しては、前項でも指摘されていたように、SROI に限らず、PFI の場合にも、
「VFM」についての算定根拠が明らかではなく、本来は、民間の工夫でこの値を
高めていくことが求められるのに対し、コスト面を重視するあまり、質の向上に
結び付かないといった疑問視する指摘も存在するという。 
さらに高木（2016）が大きな相違点として指摘しているのは、PFI には、そも
そも根底に、1999 年に導入された「PFI 法」に基づく法的根拠があり、その後も
基本方針の策定や、PFI 法の改正など、国全体としての制度的な整備がなされて
きており、それだけ事業の成立にもつながりやすいという点である。SIB には、
こうした整備がなく、その点でも事例を通じての導入が始まったばかりである。 
筆者はかつて、医療機関に関する「病院PFI」の現状について整理した（堀田, 
2010）。しかしながら、当初、注目された「高知医療センター」や「近江八幡市立
総合医療センター」など、PFI の手法を活用した再編は、累積赤字を増やして失
敗に終わり、PFI を医療領域に適用する上での様々な課題を明らかにすることと
なった。なお、運営型のPFI に特化した「八尾市立病院」は、同病院HP 上にお
いても、PFI による運営で成り立っていることを積極的に発信している。また、
その後の「東京都病院経営本部」では、「多摩総合医療センター」や「小児総合医
療センター」等の都立病院において、病院の診療や経営そのものは東京都が運営
しつつ、積極的にPFI の手法を取り入れている。ここ数年、病院PFI に関する案
件数が大きく進展しているようにも見えず、病院ゆえのPFI の難しさがうかがわ
れるが、すでに課題として、SPC の経営支援機能や調整等のマネジメント機能、
病院の収支と連動させて対価を支払うような仕組みの必要性が指摘されていた。
こうした点は、今後、まさに SIB の活用につながる可能性としての検討の余地が
あるのではないだろうか。 
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3. 医療領域における SIB 導入について 
 (1) わが国における導入事例 
わが国において、とりわけ「ヘルスケア分野」を中心に SIB 導入推進の動きが
大きく進んだのは、2015 年に閣議決定された「日本再興戦略」改訂 2015 におい
て、「国民の健康寿命の延伸」をテーマに、「民間の資金やサービスを活用して、
効果的・効率的に健康予防事業を行う自治体等の保険者へのインセンティブとし
て、ヘルスケア分野におけるソーシャル・インパクト・ボンドの導入を検討（経
済産業省, 2018, P.20）」したことが契機となっている。これをうけて、2015 年に
パイロット事業としてヘルスケア分野(4)では「認知症重症化予防事業」をスター
トさせ、2016 年には前節でもふれたように神戸市と八王子市における案件支援
が始まり、2017 年からは、それぞれ「糖尿病性腎症重症化予防事業」、「大腸がん
検診受診勧奨事業」として本格的な SIB 導入へとつながった。経済産業省（2017b, 
2018）によれば、ひとつひとつの事業では、規模が小さく SIB 組成が難しいこと
から、同年より、県域を越えた複数の自治体連携での「広域連携モデル」(5)の支援
が実施され始めている。 
パイロット事業として開始された認知症予防事業について、経済産業省（2018）
をもとに、その仕組みを整理したものが、以下の図表 5 である。導入の理由とし
ては、要介護認定者の多くは認知症の症状を抱えており、予防にかかわる多様な
サービス提供はされているものの、「サービスの品質が不透明（P.3）」で、早期に
予防的な介入をおこなうことで、結果として QOL の向上や介護費・医療費の削
減に結び付くと過去の実績から期待されていた点が指摘されている。 
 
図表 5 認知症予防・介護に関するパイロット事業の概要 
参加自治体 福岡市、松本市、他全 7 自治体 
中間支援組織 公益財団法人日本財団、福岡地域戦略推進協議会（FDC） 
事業実施者 株式会社公文教育研究会（独自に開発した「学習療法」を提供） 
サービス対象者 軽度認知障害またはその恐れのある高齢者、 
介護施設に入所・通所している認知症高齢者（100 名） 
評価者 慶應義塾大学 
想定される成果 認知機能の維持向上、要介護の予防や改善、QOL 維持向上、 
介護費や医療費の削減、介護負担防止、施設職員の離職率改善 
サービス実績 2004 年大垣市、2003 年仙台市と東北大で実施の効果あり 
社会的便益 
（5 か月を想定）
介護時間減少（10.7 分）に伴い、サービス提供費 457 万に対して介護費
適正化効果は 682 万 
（出所）経済産業省（2018）PP.3-5, P.19 をもとに筆者作成 
 
経済産業省の委託事業であるため、資金提供者や実際の成果と連動した支払い
の関係については示されていないが、この事業においては、評価機関が存在して
おり、事前に実績等から事業実施者の想定が可能であったことが理解できる。 
図表6は本格導入となった事例として八王子市の場合に限って整理したもので
ある。成果目標については、すでに図表 3 で記載のため、省略している。 
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図表 6 東京都八王子市における「大腸がん検診受診勧奨事業」の概要 
実施自治体 東京都八王子市 
中間支援組織 公益財団法人日本財団、ケイスリー株式会社 
サービス提供者 株式会社キャンサースキャン（受診勧奨事業のシンクタンク） 
サービス対象者 八王子市国保加入者のうち前年度大腸がん検診未受診者 
評価者 なし 
資金提供者 株式会社デジサーチアンドアドバタイジング、社会的投資推進財団、みず
ほ銀行 
サービス実績 事業者は、受診率の向上に特化した民間シンクタンクであり、複数自治体
で受診率を 2 倍にした実績あり。 
成果と支払い 最大支払い額：976 万円、早期がん発見者数が最大 11 人の場合の医療費
適正化効果：1,684 万円（レセプトデータで算出） 
（出所）経済産業省（2017b, P.5），（2018, P.7），幸地（2017, P.29）をもとに筆者作成 
 
このように、SIB の本格導入の事例においては、金融機関をふくむ資金提供者
が存在しており、過去の実績にもとづいた事業者の想定も可能であり、成果と支
払いとの関係も明らかにされている。神戸市の事例においても、ほぼ同様である
が、個人投資家が資金提供者に含まれている点は今後に向けて期待できる点でも
ある。しかしながら、パイロット事業では存在していたはずの、評価機関がこれ
らの事例においては存在せず、八王子市のケースでは、対象者が医療機関等を受
診し、医療機関が八王子市に、受診者数やがん発見者に関する報告をおこなう仕
組みになっており、医療機関の存在が SIB を構成するステークホルダーの基本的
な仕組みのとの関連で明確に位置付けられていない点が疑問視されるところであ
る。 
 
 (2) 医療領域に向けた SIB 活用の可能性 
わが国における SIB 導入事例を通じて、認知症予防や、検診にかかわる予防事
業については、SIB 事業としての導入可能性が今後も検討される領域であること
が理解できた。予防や検診にかかわる事業は、保険診療外であることから、価格
設定も比較的自由に事業者が設定することもできる。実際に、池田（2018）では、
自らの健診事業の経験を踏まえて、「マーケティングに基づく取り組み」により、
「リピート率向上」と「新規利用者の獲得」（池田，2018, P.15）を具体的な数値
目標で示し、ターゲットを明確化したPR をおこなっているという。「予防医療を
軸とした地域の活性化プロジェックト（P.17）」につなげたい、という方向性は、
SIB 活用につながる下地を感じさせる。 
新たな可能性として検討したいのは、在宅医療支援事業にかかわる SIB 導入の
可能性である。2014 年の診療報酬改定を機に、超高齢社会の到来に伴う地域包括
ケアシステムの構築と在宅医療への誘導が明らかになって、2018 年も診療報酬
改定を迎えた。在宅医療推進への流れは変わることなく、入院算定料の部分にお
いても、「在宅復帰率」や「リハビリ実績」など、より成果重視の方向性が明らか
にされた。また訪問看護に関する算定項目の改正も多くみられ、医療と介護の連
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携を推進しつつ、在宅への流れを一層進めていこうとする方向性が読み取れる。
2014 年の改正当初は、点数の高さゆえに、在宅医療に重点をおく医療機関も見ら
れたものの、「かかりつけ医」として 24 時間の往診体制に備えることは容易では
なく、実績数などの成果に応じた点数算定が設定されていても、結局のところ、
在宅医療の普及は、それほど進展していないように感じられる。 
筆者は 2015 年に開催された「国際モダンホスピタルショウ」において、在宅
医療支援に注力している「株式会社 MEDIVA（メディヴァ）」の代表、大石佳能
子氏の「地域包括ケアシステムの実現を目指して」と題する講演を聴く機会があ
った。支援先として、約 2000 人の在宅医療患者を有する「医療法人社団プラタ
ナス」への経営支援をおこない、同社団内の「桜新町アーバンクリニック」と横
浜市青葉区の「青葉アーバンクリニック」を拠点に、それぞれの地区において、
在支診や診療所の医師との連携のもと、夜間の当直連携事業や、ICT を活用して
移動中の在宅医療担当医の負担軽減をはかるなど、より効率的に在宅医療を提供
できる組織づくりに取り組んできたという。このような在宅医療の提供を確実に
進めようとすれば、在宅医療は連携した組織づくりや IT の導入など初期投資の
かかる分野でもある。夜間の当直機能の提供においては、利用者に運営費の負担
を部分的にお願いする方式で行なったという。このようなケースに、SIB のよう
な仕組みを取り入れることは出来ないだろうか。たとえば、医師会の事業所内に
は在宅医療の連携拠点をもうけているところも多く、SIB における中間支援組織
として、こうした在宅支援に特化した支援会社と地域医療を担う医師会が連携し
て自治体と契約を結ぶ。具体的なサービス実施者は、在宅医療に特化した診療所
や訪問介護などの連携先である。成果指標の設定が問題となるが、クリニックが
抱える在宅患者数や、あるいは診療報酬における実績数の基準をもとに設定する
ことも考えられる。同社は、「在宅医養成研修」の参加者を募集する等の取り組み
も行なっており、神戸市の事例と同様に、成果指標の初期段階として、こうした
研修終了状況を考慮に入れることも可能かもしれない。資金提供者が確保でき、
初期投資の費用をまかなうことができれば、クラウドシステムの導入や夜間当直
のために利用者に負担を強いていた運営費に充てることも可能であり、医師会の
活動費も幅が広がる。残る課題は、こうした事業の評価をどのように算出するか
である。レセプトの分析による診療報酬との兼ね合いが問題となる。 
実際に、このほど、介護大手で有名な「ツクイ」が、在宅医療支援を手掛ける
「ヒューマンライフ・マネジメント」に出資を行い、「介護事業との連携による新
たなサービスの創出、訪問看護サービスの拡大につなげる狙い」で「共同で手掛
けられる事業やノウハウを学ぶ」という（日本経済新聞 2018 年 8 月 13 日）。 
地域包括ケアシステムの構築を掲げ、在宅医療への誘導を推進する動きは、今
後も変わることがないであろう。こうした流れの中で自治体や医師会が中心にな
って、在宅医療の提供に向けた組織づくりに注力しているものの、複雑で難しい
のが現状である。まだまだ検討の余地はあるものの、こうした民間企業のノウハ
ウを活かして SIB としての活用を検討するのも一案ではないだろうか。 
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４. おわりに 
本稿においては、今後の「官民連携による新たなスキーム」として進展が期待
されている SIB について、その仕組みを整理するとともに、類似した手法である
PFI とも比較しつつ、これまでの導入事例を踏まえ、とりわけ医療領域への適用
可能性という観点から在宅医療支援に関しても取り上げて検討してみた。 
SIB の仕組みの特徴は、「成果に応じた支払い」という点にあったわけではある
が、成果指標をどのように設定するかについては慎重な検討が必要とされる。た
とえば、病院経営の指標とされる、病床利用率や平均在院日数、患者数などを成
果指標として設定しても、SIB 事業として成立させるのは難しい。すなわち、SIB
の仕組み自体は、自治体病院経営の再編や改善など、大きな課題に対応させるに
は無理がある。かつて自治体病院の再編に、施設建設や事業委託を行う「病院PFI」
の手法が大きくは進展しなかったにもかかわらず、SIB が医療領域、とりわけ予
防を中心とした「ヘルスケア分野」において導入されているのは、そうした部分
的な取り入れ方によって、小さな課題を解決していく方法としては取り入れやす
く、活用の可能性があるからではないだろうか。予防医療や保険外のサービス等、
価格設定が自由な領域で、保険診療を補完する部分への介入は今後も進展してい
く余地があるように感じられる。しかしながら、狭い範囲での事業に限られ、医
療問題の根本的な解決につなげることができるのかどうかは疑問である。そうし
た難しさはあるものの、昨今、国が誘導している診療報酬という大きな枠組みの
中で、在宅医療への流れは、こうした方向性を単に医療機関に求めるだけではな
く、より質の向上につながるサービスを患者が享受できるような提供体制へと整
えていくことが急がれる。その一手法として、在宅医療支援に向けた SIB の活用
が存在しても良いのかもしれず、まずはSIB に関する法整備が進展することを期
待したい。 
SIB 導入については、まだ動き始めたばかりであり、資金提供者をはじめ、評
価にかかわる問題など、課題も多く存在している。例えば、これまでにも、医療
機関の資金調達を支える手段としては「病院債」の発行等が認められてきたもの
の、実情は当初、患者や関係者などによる寄付的な側面が強かったともいえる。
また SIB を組成運営する中間支援組織の役割が重要であることは、PFI において
も同様であるが、山田（2018）は、とりわけそうした役割や資金協力など、多く
の面において、地域金融機関が果たす役割の重要性について強調している。地域
の民間企業にも精通し、自治体の抱える課題の把握にも努めている地域金融機関
であるからこそ、両者をつなぐ役割を担うことができると指摘する。さらに、唐
木（2016）は、SIB の契約関係の中には受益者が含まれていない点を指摘し、「契
約当事者のみの利害が優先される（P.103）」ことにつながりかねない点を懸念し
ている。最近は、とりわけ検診での見落としが問題となるケースも多いが、受診
率向上という成果のみを追求し過ぎると、こうした状況も生じ得る。また、契約
期間の点に関し、塚本（2016）は、これまでの事例の多くは比較的短い期間での
設定がなされていたが、今後はより長い期間での SIB 活用の可能性についても指
摘する。これに対し、植木（2017）は、とりわけ医療の領域においては、評価ま
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でに長期間を要する場合も多く、そうなれば、「事業実施者や資金提供者の負担は
大きくなり、事業の実施そのものが困難となる可能性もある（p.22）」と指摘して
いる。経済産業省は、SIB 推進にむけて、「ノウハウ集」の作成など、周知に努め
ているものの、このようにSIB の適用可能性については、検討を必要とする部分
も多く見られるのが現状である。 
理論的な観点からは、「不確実性のもとでの成果連動型報酬」という特徴を鑑み
ると、ストックオプションといった制度との類似性や、リアルオプションの適用
可能性など、理論的な分析手法に関しても関心のある部分は多い。これらの点に
関しては、今後のさらなる検討事項としたい。 
 
【注】 
 (1) 山口他（2012）によると、SROI は、1990 年代の後半に米国ファンドの「REDF」が開
発した手法であり、その後、英国のシンクタンク「nef」が、これを応用して発展させたSROI
を開発したという。社会的価値のみに焦点をあてて計測対象としている点に、大きな特徴
があると指摘する。本稿でもこの「nef」によるSROI を前提としている。 
 (2) PFI の類型や、仕組み図に関しては、堀田（2010）を参照のこと。特別目的会社（SPC）
が設立され、金融機関からのプロジェクトファイナンスであり、公共部門と PFI 契約を
SPC が結び、必要に応じてSPC が協力企業と委託契約をする。 
 (3) 公共が自ら実施した場合の負担額（PSC）とPFI 導入の場合の負担額（LCC）との差額
である。 
 (4) その他の領域では、養子縁組や若年者の支援に関するパイロット事業が同時にスタート
している。 
 (5) 経済産業省（2017b）によると、「広島県と市町」、「兵庫県川西市・新潟県見附市・千葉
県白子町」といった 2 事例が進められている。とりわけ後者の事例では、資金提供者に金
融機関（常陽銀行）が協力し、また案件組成に筑波大学が関与している。 
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